
議題（1）
福島県の広域的な地域公共交通の概要等について

議題（2）
福島県地域公共交通計画の検討の進め方について
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資料１



１．福島県地域公共交通計画の策定

▸ 輸送資源の総動員：効率的・持続可能な運行形態や交通機関の活用を幅広に検討・実施

⇒ バス、タクシー、鉄道等の地域公共交通事業者の参画、県内全ての市町村の参画

▸ 広域連携：都道府県と市町村が連携し、広域の移動にも対応した計画

⇒「会津圏域地域公共交通網形成計画」及び「避難地域広域公共交通網形成計画」等と整

合性を図った上で、計画の対象区域は福島県全域とする。

▸ 定量的な目標設定、実施状況の評価の明確化：逐次モニタリングし、評価に基づく事業の

充実・見直し

▸ 計画の期間：令和６（2024）年度～令和10（2028）年度の５年間

▸ 新たな技術やサービスの活用：訪日外国人や移動ニーズの多様化への対応

地域公共交通計画のポイント

● 令和２年11月「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」が一部改正され、地域公共交

通計画の策定が努力義務化されたため、全県版の地域公共交通計画を策定（令和５年度）

● 県計画策定には法定協議会での協議が必要なため、県が事務局となり、「福島県地域公共交通

活性化協議会」を設置（令和５年３月）し、計画策定を推進

（1）背景・概要
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様々な関係者がそれぞれの立場（役割）

から、地域公共交通計画をより良くする

ためのアイディアを出し合う

福島県地域公共交通
活 性 化 協 議 会



１．福島県地域公共交通計画の策定

▸ 様々な交通モードの課題を相互に情報共有するため、正確なデータ収集

▸ 広域移動する際の移動の利便性・サービス向上・負担軽減

⇒ 県事業である「生活路線バスキャッシュレス決済導入支援事業」（Ｒ４年度～Ｒ５年度

に明許繰越）などを契機とした地域公共交通のDX化の推進

▸ 全県下での広域的な取組や、課題対応に向けた協議・連携する場の創出 等

⇒ 関係者間で課題認識を共有し、「自分ごと」として捉えていくことが重要

● 時代の変化と共に変化する県民の移動ニーズへの対応（ネットワーク構築）が必要

● 地域間や複数のモードを使用する際の移動が連携していない・情報共有（横展開）が弱い

● データとファクトの蓄積ができておらず、施策に反映されない 等

（2）福島県の公共交通の課題

▸ 地域公共交通計画と乗合バス等補助の連動化：R6事業年度（ R5.10.1～R6.9.30 ）まで

は経過措置期間（注：計画に位置付け＝必ず補助の対象となるとは限らない）
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課題対応のポイント



２．地域公共交通計画とは

● 地域公共交通計画を策定する意義（国「地域公共交通計画等の作成の手引き」抜粋）

▸ 計画策定のメリット

① 「この地域では〇〇の考え方で地域旅客運送サービスの持続的な提供を行いま

す」という宣言文、地域公共交通政策の「憲法」

② まちづくり・観光施策との連携強化

③ 関係者間の連携強化

④ 交通機関同士の役割分担の明確化と連携強化

⑤ 公共交通施策の継続性

▸ 計画策定と乗合バス等の運行補助の連動化

⑥ 国では、真に公的負担により確保・維持が必要な路線等に対し、効果的・効率的

な支援を実施するため、計画策定と補助制度を連動化（補助要件化）

▸ 地域公共交通特定事業の活用

⑦ 地域間幹線系統を対象とした利便増進計画など様々な特定事業のぶら下げが可能
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２．地域公共交通計画とは

［参考］県内の地域公共交通計画（旧網形成計画）の策定状況

5

● 県と市町村が共同で策定している広域の地

域公共交通網形成計画

● 市町村が単独で策定している地域公共交通

計画（旧網形成計画）

（出典：福島県調べ（ 令和５年４月末時点））

※灰色は計画期間満了しており、２期目以降の作成意向を示していない市町

※他、福島市、伊達市及び宮城県側阿武隈急行線沿線

市町を区域とした阿武隈急行線地域公共交通網形成計画

会津圏域地域公共交通網形成計画

避難地域広域公共交通網形成計画 青：地域公共交通網形成計画策定市町村

黄：地域公共交通計画策定市町村



（1）公共交通の輸送人員

（出典：福島県統計年鑑、生活交通課調べ）

※福島県内の輸送人員

（単位：千人）
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6（出典：福島県統計年鑑、東北運輸局運輸要覧）



（2）自動車保有者の状況・広域道路ネットワークの計画

⇒ 福島県は東北平均を上回る自動車保有状況。広域道路の整備促進

（出典：東北運輸局HP） （出典：福島県（土木部）HP）

３．福島県の公共交通の状況
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参考資料
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① これまでの乗合バス等の国補助制度は、地域公共交通計画の作成を補助要件としておらず、別
途、国庫補助要綱に基づく補助計画（生活交通確保維持改善計画）を作成することで活用可能。

② 国では今後、国庫補助と地域公共交通計画を連動させることで、公的負担による確保維持が真
に必要な路線に対し、効果的・効率的な補助を実施。

［参考資料］地域公共交通計画の策定主体等
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地域公共交通確保維持事業 （陸上交通：地域間幹線系統補助）

補助対象系統のイメージ

地域をまたがる幹線バス交通ネットワーク
赤字バス系統（補助対象）

Ａ町 Ｂ市 Ｃ村

バス停
地域をまたがる幹線交通ネットワーク

黒字バス系統（補助対象外）
駅 駅

○ 補助対象事業者
一般乗合旅客自動車運送事業者又は地域公共交通活性化再生法に基づく協議会

○ 補助対象経費
予測費用（補助対象経常費用見込額）から予測収益（経常収益見込額）を控除した額

補助内容

予測費用

補助対象
経費

予測
収益

欠損

○ 補助率
１／２

○ 主な補助要件
都道府県等が定めた地域公共交通計画に位置付けられた系統であり（※1）、
・一般乗合旅客自動車運送事業者による運行であること
・複数市町村にまたがる系統であること（平成13年３月31日時点で判定）

・１日当たりの計画運行回数が３回以上のもの
・輸送量が15人～150人／日と見込まれること

・経常赤字が見込まれること

※ １日の運行回数３回（朝、昼、夕）以上であって、１回当たりの輸送量５人以上
（乗用車では輸送できず、バス車両が必要と考えられる人数）

※ ①復興特会から移行する応急仮設住宅非経由系統のうち、 東日本大震
災前に輸送量要件を満たし、補助対象期間に輸送量見込が要件を満たさな
い系統、②熊本地震前に輸送量要件を満たし、補助対象期間に輸送量見込
が要件を満たさない系統については、輸送量要件を緩和（一定期間）

地域特性や実情に応じた最適な生活交通ネットワークを確保・維持するため、地域間交通ネットワークを形成する
地域間幹線系統の運行について支援。

＜補助対象経費算定方法＞
予測費用

（事業者のキロ当たり経常費用見込額
×系統毎の実車走行キロ）

－
予測収益

（系統毎のキロ当たり経常収益見込額
×系統毎の実車走行キロ）

※1：令和6年度までは経過措置により、令和2年度以前の生活交通確保維持改善計画等による申請も可能。



地域公共交通確保維持事業 （陸上交通：地域内フィーダー系統補助）

地域特性や実情に応じた最適な生活交通ネットワークを確保・維持するため、幹線バス等の地域間交通ネットワークと密接な地
域内のバス交通・デマンド交通の運行について支援。

○ 補助対象事業者

地域公共交通活性化再生法に基づく協議会

○ 補助対象経費
補助対象系統に係る経常費用から経常収益を控除した額

補助内容

○ 補助率

１／２以内

○ 主な補助要件

市町村等が定めた地域公共交通計画に確保又は維持が必要として掲載され、

・一般乗合旅客自動車運送事業者、一般乗用旅客自動車運送事業者、

自家用有償旅客運送者による運行であること

・補助対象地域間幹線バス系統等に接続するフィーダー系統であること

・新たに運行を開始するもの又は公的支援を受けるものであること

・路線定期運行の場合、輸送量が２人／１回以上であること

・経常赤字であること

補助対象系統のイメージ

経常費用

補助対象
経費

経常
収益

欠損

※令和6年度まではバス事業者等も対象

地域をまたがる地域間幹線バス交通
赤字バス系統（地域間幹線補助対象）

Ａ町 Ｂ市

地域をまたがる地域間交通ネットワーク
黒字バス系統・鉄軌道等（補助対象外）

駅

接続

過疎地域等
交通不便地域

接続

地域内のバス交通 ・デマンド（区域）交通 ・乗用タクシー
（地域内フィーダー系統補助対象）

※専ら政令市等が運行支援を行うもの及びその運行区域の全てが政令市等の区域内であるものは除外
※交通不便地域は、地方運輸局長等が指定する地域
※乗用タクシーは、過去に乗合バス事業等による乗合旅客の運送を行っていた地域であって、乗用タクシー以外の輸送手段が無いと地方運輸局長が認めた地域に限る

駅
バス
停



○ 補助対象事業者
【車両減価償却費等補助】

幹線系統 ：一般乗合旅客自動車運送事業者
又は地域公共交通活性化再生法に基づく協議会

フィーダー系統：地域公共交通活性化再生法に基づく協議会

【公有民営補助】

地方公共団体又は地域公共交通活性化再生法に基づく協議会

○ 補助対象経費
【車両減価償却費等補助】 【公有民営補助】

補助対象購入車両減価償却費及び 補助対象車両購入費用
当該購入に係る金融費用の合計額

（地域公共交通利便増進計画又は地域旅客運送
サービス継続計画に位置付けられた系統につい
ては、車両購入費の一括補助も可）

地域公共交通確保維持事業 陸上交通：車両購入に係る補助

○ 補助率
１／２

○ 主な補助要件
・補助対象期間中に新たに購入等を行うもの
・主として地域間幹線又は地域内フィーダーの補助対象系統の運行の

用に供するもの
・地上から床面までの地上高が65センチメートル以下かつ定員11人

以上の車両であって次のいずれかに該当するもの
①ノンステップ型車両（スロープ又はリフト付き）
②ワンステップ型車両（スロープ又はリフト付き）
③小型車両（①及び②の類型に属さない長さ７メートル以下かつ

定員29人以下の車両）

・運行区間の一部に高速道路等を含む補助対象系統の運行の用に供
するものであって道路運送車両の保安基準（座席ベルト、ＡＢＳ等の設
置）に適合した定員11人以上の車両

車両減価償却費等補助 公有民営補助

※補助対象経費の限度額
① ノンステップ型車両 ：1,500万円

② ワンステップ型車両：1,300万円
③ 小型車両 ：1,200万円
④ 都市間連絡用車両：1,500万円

バス事業者

バスを借りて

運行

地方公共団体

バス車両を

所有

貸渡（リース）

（売却・廃車）

代替

使用料

300 

180 

108
81 81

（単位：万円）

購入年度 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

合計
750万円

２年間で均等に分割して交付
１年目 375万円
２年目 375万円

＜車両価格1,500万円のノンステップバスを購入し、定率法（残存価額×0.4）を用いて
５年間で償却する場合＞

＜車両価格1,500万円のノンステップバスを購入した場合＞

厳しい経営状況にある乗合バス事業者の負担の軽減や老朽更新による安全確保及び利用者利便を図る観点
から、バス車両の更新等について支援。

補助内容

補助方式のイメージ

※ 補助対象金融費用は、
年2.5％が上限

協議会で、
老朽車両の代替を含む
「収支改善計画」を策定

車両購入に係る
減価償却費・金融費用を
５年間にわたって交付

※令和6年度まではバス事業者も対象

※令和6年度までは協議会を構成する市町村も対象



 利用者の利便性向上による県内利用者の増加、

首都圏等県外からの観光客や来訪者の取り込み

 現金収受・両替解消による運行の定時性確保・

バス運転手の負担軽減

 データを活用した運行ダイヤの改善・効率化

 地元商店街と連携したポイント付与による地域

経済の活性化

 県内バス事業者におけるキャッシュレス決済導

入に遅れ

・福島交通のNORUKA（ノルカ）は自社利用

のみ

・福島交通、会津乗合の一部高速バスでVISA

タッチのみ

 東日本エリアでは、JR東日本の「地域連携Ｉ

Ｃカード」の導入が急速に進み、本県が取り残

されている現状

福島交通 会津乗合自動車 新常磐交通 JRバス関東

導入システム NORUCA ＋ ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ ＋ QRｺｰﾄﾞ 地域連携ICｶｰﾄﾞ（JR東日本Suica）

原油価格・物価高騰や新型コロナウイルス感染症の影響により経営状況が悪化している生活路線バス
事業者に対し、キャッシュレス決済サービスを導入する経費等を支援し、バス利用者の利便性向上によ
り、地域公共交通の利用促進を図り、利用者の増加と収支改善による事業継続力を強化する。

予算額
889,280千円１ 事業の背景・目的

２ 導入事業者

４ 導入による効果３ 本県の現状

13

［参考資料］生活路線バスキャッシュレス決済導入支援事業



■令和４年８月からの大雨

により被災したが、令和５

年４月１日に全線再開通

■全線再開通を受け、利用

促進に向けた枠組みづくり

を検討中

只見線利活用推進協議会磐越西線磐越東線活性化対策協議会

■設 置 平成２年７月２３日

■構成員 福島県、福島県市長会、福島県町村会、沿線48市町村

■目 的 東北新幹線、在来線鉄道の利便性の改善及び活性化等

■事 業 広域的な連携・調整、国及びＪＲに対する要望活動、利用促進啓発活動など

福島県鉄道活性化対策協議会（会長：福島県知事）

■設置

平成５年５月19日

■構成員

郡山市・須賀川市・玉川

村・石川町・浅川町・棚

倉町・塙町・矢祭町・古

殿町・平田村・鮫川村の

11市町村＋福島県（令和

４年12月加入）

水郡線活性化対策協議会

新設

既存組織

既存組織

※収支公表の対象となっていない常磐線についても、「常磐線活性化対策協議会」（平成７年設置）の組織有

［参考資料］福島県におけるローカル線利活用検討体制図

■設置

令和５年３月２９日

■構成員

郡山市・いわき市・田村

市・三春町・小野町の５

市町＋福島県

■令和４年１０月１日から

上下分離方式により全線運

転再開

■「第２期只見線利活用計

画（令和５年４月２５日決

定）」に基づき、沿線自治

体、商工関係団体、ＪＲ等

により利活用策を展開中
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